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地域福祉を担うコミュニティワーカー
一大阪市のネットワーク推進員を中心にー
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I はじめに

現在、日本社会は世帯の構成員の人数が減少して

おり、福祉における家族機能が大きく低下してきて

いるo2010年の国勢調査によると、 65歳以上男性の

10人に 1人、 65歳以上女性の5人に l人が一人世帯

で生活している。特に一人世帯の増加は著しく、調

査開始以来ω∞万世帯を初めて超えている。
一人世帯の増加とともに、近隣関係は希薄化し続

けているo2∞7年版の国民生活白書において、近所

付き合いをどの程度しているか尋ねた結果を見ると、

「親しくっき合っているJが1975年には52.8%と半
数を超えていたが、 1997年には42.3%に下落してい

るo また、内閣府『社会意識に関する世論調査J(1975， 
97年)で、隣近所の人とどのくらい行き来している

か聞いたところ、「よく行き来しているJあるいは「あ
る程度行き来している」と答えた人の割合が、 20∞

年には54.6%と半数を超えていたが、 2007年には

41.6%に落ち込んでいる。上記2つの調査については、

それぞれの質問内容は異なることから、単純に比較

できないことに留意する必要があるが、確実に近隣

関係が希薄化し続けてきたことを確認できるo

近隣関係の希薄化が進み、地域のフォーマル、イ

ンフォーマルネットワークの必要性が高まっているo

一方で、福祉的なニーズのある個人を支援する個別

支援が進んでいる。介護保険が始まって 13年が経ち、

介護を必要とする高齢者等に対する個別支援はある

程度定着したといえるo また、コミュニテイソーシャ

ルワーカーの重要性が高まっているo 個別支援は着

実に進んできている。

しかし、地域福祉の推進にあたっては、個別支援

の充実だけでは不十分であり、支援を支える地域の

基盤作りの推進も不可欠である。個別支援がコミュ

ニテイソーシャルワーカーの役割であり、支援を支

える地域の基盤作りがコミュニティワーカーの役割
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であるといえるo

この論文では、大阪市の独自の制度である地域支

援システムとして組織された保健・医療・福祉ネッ

トワーク推進員(以下、ネットワーク推進員とする)

の活動について考察するo その理由として、大阪市

において地域福祉の基盤作りを担っていたことがあ

る。ネットワーク推進員は地域住民が担い、小学校

区に 1人設置されていた。役割としては、校区レベ

ルでの住民組織化、コ}デイネート機能であるo 従っ

て、ネットワーク推進員をコミュニテイワーカーと

して定義づけることとする。

大阪市の地域支援システムに着目する意義は、重

層的なネットワークにあるo2∞8年3月に厚生労働

省が取りまとめた「これからの地域福祉のあり方に

関する研究会報告書Jにおいて、重層的に地域を考
えることの必要性が述べられているo 大阪市の地域

支援システムは 1991年に開始している。これは全国

的にも先駆的である(第1回大阪市地域福祉計画推

進委員会・ 2004，井手発言)。大阪市は2012年にネッ

トワーク推進員活動への補助を廃止しているため、現

在、各行政区において再編が行われつつあり、制度

的には揺れている。

なお、本稿執筆にあたり、大阪市の区社協職員の

地域活動担当主査を中心に 6区8人、ネットワーク

推進員経験者7人、ヒアリングの時点でコミュニテイ

ワーカーが未設置の地域に住む住民1人へのヒアリ

ングを行ったD

E 地域福祉論をめぐる展開

1. 1945年・2000年:地域福祉論をめぐる展開

戦後から社会福祉基礎構造改革までの社会福祉分

野における社会の流れと地域福祉の議論を時代を区

切り考察する。大橋謙策は戦後の社会福祉の発展段

階を、地域福祉を軸に4つに時代区分している。 1945

年・1970年:経済的貧困を主たる課題とした時代(第

l期)、1970年・1990年:社会福祉施設の整備の時代(第

2期)、 1990年-20∞年:在宅福祉サービスの整備の

時代(第3期)、 20∞年-:在宅福祉サービスを軸とし

た地域福祉の時代(第4期)である(大橋・ 2∞6，

p21)。大橋の区分にしたがって、ここでは第3期ま

でを見ていく。
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(1) 1945年・1970年:経済的貧困を主たる課題と

した時代(第 1期)

1947年に基本的人権尊重や国民主権、平和を希求

した新しい憲法が施行された。これに基づき、福祉

三法と呼ばれる児童福祉法 (1947年)、身体障害者福

祉法 (1949年)、新生活保護法 (1950年)が整備さ

れた。社会福祉事業法(1951年)は、こうした社会

福祉制度を施行していくための基盤となる法律であ

り、措置制度の枠組みを示したものであるo この時

期に絶対的な貧困問題に対応していくための社会福

祉の基盤整備が進められた(三浦・ 1977，p60・67)。

社会福祉協議会(以下、社協とする)においては、

1951年に全社協、都道府県社協が誕生し、ほどなく

市区町村で組織化がすすんだ。高森敬久は、社協活

動の姿は日本のコミュニテイワーク形成そのものと

見ることができるとしている(高森・ 2∞3，p1l9)。

(2) 1970年・1989年:社会福祉施設の整備の時代(第

2期)

日本は、 1950年代後半から高度経済成長を経て、

1970年に高齢化率が7%を超え、高齢化社会への道

を歩み始める。介護や保育のニーズが高まる中、当時、

在宅福祉と施設福祉の2つの考え方があった。

在宅福祉は、東京都社会福祉審議会「東京都にお

けるコミュニティケアの進展についてJ(1969年)、
中央社会福祉審議会「コミュニティ形成と社会福祉J
(1971年)といった答申にみられる、コミュニティや

在宅福祉を指向する考え方である。

施設福祉は、中央社会福祉審議会「社会福祉施設

の緊急整備についてJ(1970年)という答申にみられ
る考え方である。その答申をもとに、国は「社会福

祉施設緊急整備5カ年計画J(1971年)を進め、各地
に社会福祉施設が建設されるようになる。これによっ

て、 1970年以降は社会福祉施設を中心として社会福

祉が展開されていく。

1970年代に地域福祉の理論化が進んだ。岡村重夫

は地域福祉概念の構成要件として、 r(1)最も直接的
具体的援助活動としてのコミュニテイ・ケア (2)コ

ミュニテイ・ケアを可能とするための前提条件づく

りとしての一般的な地域組織化活動と地域福祉組織

化活動 (3)予防的社会福祉Jとしている(岡村・
1974， p62)。

岡村が地域福祉論として新しい領域を問題提起し

てから、多くの研究者が地域福祉論の研究を重ねた。

その中で、牧里毎治は地域福祉の論点を機能論的概

念と構造論的概念に分け整理した。前者に岡村重夫

や三浦文夫や永田幹夫、後者としては右田紀久恵や

井岡勉らの研究があげられている(牧里・ 1984，p6仏

68)。

(3) 1990年・1999年:在宅福祉サービスの整備の

時代(第3期)

1989年に厚生省の福祉関係3審議会合同企画分科

会から「今後の社会福祉のあり方についてJと題し
て意見具申された。

この提言を受けて、 1990年に福祉関係八法改正を

行われた。この改正により、在宅福祉サービスの法

定化、施設への入所措置権の(市)町村への委譲、市

町村の老人保健福祉計画の策定などが盛り込まれた。

国は、 1989年に「ゴールドプラン:高齢者保健福

祉推進 10カ年戦略J、1994年「エンゼルプラン:今
後の子育てのための施策の基本的方向について」、

1995年「障害者プラン:ノーマライゼーション 7カ

年戦略Jを打ち出し、社会福祉の計画の推進を行っ
た(原田・ 2012，p159-1ω)。

2.社会福祉基礎構造改革と地域福祉の関係

中央社会福祉審議会の社会福祉構造改革分科会で

「社会福祉基礎構造改革について(中間まとめ)Jが
取りまとめられた。改革の具体的な内容として、社

会福祉事業の推進、質と効率性の確保、地域福祉の

確立が挙げられた(原田・ 2012，p15O)。

こうした流れのなかで社会福祉事業法が改正され

2∞0年に社会福祉法となった。従来、措置制度の下
にあった福祉サービスの多くは、一連の改革によっ

て、契約制度の下に置かれることになった。福祉サー

ビスの提供は、利用者と提供者が対等な関係に立っ

た契約に基づいて行われることが求められた。

この改正に伴うもうひとつの大きな変化は、地域

福祉が重視されるようになったことである。社会福

祉法は、1条で「地域における社会福祉jのことを「地

域福祉Jと規定するとともに、「地域福祉の推進を図
る」ことをこの法律の目的であると明言した。 4条で

は、地域住民と社会福祉関係者は「地域福祉の推進

に努めなければならないJと規定された。このほか、
社協が「地域福祉の推進を図ることを目的とする団

体jとされた(1ω条)。そして何よりも指摘してお
かなければならないのは、「地域福祉の推進J(10章)
のため、市町村が「市町村地域福祉計画Jを策定し(107
条)、都道府県が「都道府県地域福祉支援計画Jを策
定するようになったことである(108条)。ただし、

この2つの計画は、自治体の義務とはなっていなし、

1990年代に、社会福祉の分野では、自治体で老人

保健福祉計画、障害者計画、児童育成計画が策定さ

れるようになり、「福祉3プランjと呼ばれた。地域

福祉計画に関して「社会福祉基礎構造改革について

(中間まとめ)Jの中で、「現在、老人、障害者、児童
といった対象者ごとに策定されている計画を統合し、

都道府県及ぴ市町村のそれぞれを主体とし、当事者

である住民が参加して策定される地域福祉計画を導
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入する必要があるりとしている。したがって、地域

福祉計画は既存の3つの計画を包含し統合した、社

会福祉の総合計画として位置づける必要がある。

一方、社会福祉基礎椛造改革には批判もある。浅

井春夫は社会福祉基礎構造改革に対して、懸念を抱

いている一人である。著書の中で、市場主義的競争

原理に関する問題点と、措置制度から契約制度への

変更に関する問題点を挙げている(浅井 .1999， p13-

14)。これらの諜題を克服する上でも、地域福祉のあ

り方が重要になってくる。

皿 コミュニティワークの重要性

1 コミュニティソーシャルワーカーの定義と注目度

地域福祉が社会福祉施策の中心課題となり、「地域

自立生活支援」を視野に入れた展開が求められるに

つれて、マク ロからミクロまでの専門的な援助技術

の統合化が必要となってきた。その流れの中で「コ

ミュニティワークからコ ミュニティソーシャルワー

クへ」ということがいわれだした(筒井・ 2004，p12-

13)。

コミュニテイソーシャ ルワーカーとは、 大橋の定

義によると、個別支援に重きを置き、地域の社会資

源、を活用してニーズのある人を支援する専門家であ

ると捉えることができる(大橋 ・2006，p22回23)。

コミュニティソーシャ Jレワーカーの役割の必要性

については、「これからの地域福祉のあり 方に関す

る検討委員会報告書」も参考になる。その1:1:1に「地

域福祉のコーディネーター」という名称で住民の地

域福祉活動を支援するため、一定の圏域に、専門的

なコーディネーターが必要で、あることが記されてい

る。

また、コミュニティソーシャルワーカーが果たし

ている役割を評価している報告書がある。野村総合

研究所作成の「コミュニティソーシャルワーカー(地

域福祉コーデイネーター)調査研究事業報告書Jに

おいてヒアリング調査を実施している (実施期間

2012年9月-2013年l月)。その報告の中で、ネットワー

クという視点では、連携できる機関のl隔が広がった

という意見があった。

2. コミュニティワークの重要性

なぜ、コミュニティソーシャルワーカーという新

たな専門職の必要が地域福祉において主流となって

いる現在において、コ ミュニテイワークに着目する

のか。それを述べるために、地域福祉援助という新

しい考え方に触れる。地域福祉援助とは、岩間伸之・

原田正樹が2012年に提示した 2つの概念を含んだ考

え方である。

地域福祉援助は3つの機能から構成される。「ニー
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図1: r地域を基調としたソーシャルワークJと「地域福
祉の基盤作りjの位置づけ(岩間・原因・2012，p3) 

ズを持った個人を地域で支える援助 (A)Jと「個人

を支える地域を作る活動 (B)Jと「地域福祉の基盤
づくり (C)Jである。地域を基盤としたソーシャルワー
クは「個を地域で支える援助 (A)Jと「個を支える

地減を作る活動 (B)Jを射程に入れた実践であり、
地域福祉の基盤づくりは「個を支える地域を作る活

動 (B)Jと「地域福祉の基盤づくり (C)Jを包含す
る概念として位置づけている。

地域を基盤としたソーシャルワークにおいては、日

常生活圏域における「個を地域で支える援助 (A)J 
と「個を支える地域を作る活動 十(B)Jを同時並行で
推進する点に特徴がある。この「個を地域で支える

援助 (A)Jと「個を支える地域を作る活動 (B)Jを
さらに複数の地域における実践を束ねていくことに

よって 「地域福祉の基線づくり (C)Jにつながる。
また、同時並行で、「地域福祉の基盤づくり (C)Jの
側から「個を支える地域を作る活動 (B)Jを活性化
するアプローチも重要になる。そうした双方向の蓄

積によって、 「地域福祉の基盤づくり (C)Jが 「個を
地域で支える援助 (A)Jという個別支援に寄与する

ことになるという円環的な関係がもたらされる。検

U字型の矢印が「個を地域で支える援助 (A)Jに戻っ
てきた時点で、螺旋状に底上げされる形で地域の福

祉力が向上していくこととなる (岩間 ・原因・ 2012，

pl-3)。
個を地域で支える援助を起点にして、個を支える

地域を作る活動を行い、地域福祉の基盤づくりにつ

ながる流れは、コ ミュニテイソーシャルワークの活

動であると考えることができる。他方、地域福祉の

基盤づくりは、コミュニティワークの役割と言い換

えることができる。個別支援も地域の基盤作りもど

ちらの推進も同時進行で進めていく必要であり、両

方を進めていくことで地域全体の福祉力が向上する。

つまり、コ ミュニテイソーシヤ Jレワーカーという新

たな専門職の必要が地域福祉において主流となって

いる現在においても、コミュニティワークの必要性
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は十分にあるといえる。

4.コミュニティワークの概念とその機能

コミュニティワーク (communitywork)という用

語は、イギリスのものであるといわれているが、そ

のイギリスにおいてもコミュニテイワークの意味内

容や機能については、必ずしも見解は一致していな

い。イギリ スのコミュニテイワークに相当する概念

はアメリカではコミュニテイ・オーガニゼーション

だといわれる (岡村・1986，pι5)。ここでは、先の「地

域福祉の基盤づくり (C)Jをコミュニティワークと
してとらえたい。

岡本栄ーによると、コミュニティワークには8つ

の機能がある。

(1)地域の調査・判断の機能

特定地域の福祉問題や社会資源について調査・判

断し、地域の福祉課題を明らかにすること。

(2)福祉ニーズと社会資源開の連絡・調整の機能

住民活動の円滑化のための相談と調整、あるいは

地域の福祉サービスの円滑化を図るため、フォーマ

ル・インフォ ーマルにわたる福祉、 医療 ・保健など

の機関や施設、あるいは団体聞の連絡 ・翻整を行う

こと。

(3)地域住民や福祉関係者の学習・ 訓練の機能

地域の抱える福祉問題の学習、活動方法、あるい

は福祉制度や理念、技術など学習の場作りを企画推

進すること。

(4)福祉問題を直接担う当事者や住民の組織化と支

援の機能

地域の公害問題、保健・衛生の問題、 高齢者の問

題などの解決に向け、当事者あるいは住民の組織化

を働きかけるとともに、それらの活動を側面的に支

援すること。

(5)広報などによる情報提供機能

「福祉情報誌」などを用い、福祉関係者や住民に福

祉課題や福祉の動向を知らせること。

(6)福祉サービスなどの企画と開発の機能

在宅福祉のサービスのためにボランティアグルー

プを新しく結成したり、資金の造成など社会資源を

開発すること。

(7)ソーシャル・アクションの機能

新しい福祉条例の制定や中間組織などの設世につ

いて、行政施策に働きかけること。

(8)地域福祉計画を立案する機能

特定地域全体を視野に入れ、中 ・長lYlの地j或福祉

維進の計画化を図ること (岡本 ・1996，p35)。

5. コミュニティ ワーカーの専門性とその機能

加納恵子が トエルブツリ ーズ (Twelvetrees，A.) 

を参考に、専門性とその機能に着目してコミュニティ

ワーク ・マンパワーの構成として整理した。コミュ

ニティワーカーの中でのネットワーク推進員の立ち

位置を見ていくために触れておく。

コミュニティワ自クの
ま受法を必要とする他の専門機

ボランティアとしての
コミ斗ニティワーカー

図2:コミュニティワーク・マンパワーの構成 (加納・

2003， p98) 

(1)無給コミ ュニティワーカー

他の有給のコミュニティワーカーとの相違は報酬

の有無以外に、 雇用契約から自由な身であるこ とで

ある。

(2)コミュニティワークの技法を必要とする他の専

門職群

コミュニテイワーク自体が本来の職務ではないが、

コミュニテイワークの価値や技術を取り入れること

によって、よ り高度な仕事が達成していける職種を

さす。例えば、施設運営を地域との深い|刻わりの中

で進めたいと考える施設職員、地域理解を促すため

に働きかけを行う児童相談所のケースワーカ一等で

ある。

(3)専門別コミ ュニティワーカー
所属した機関の要請にそって、対象や機能を選別

したコミュニティワーク実践を行うワーカーである。

例えば、地域の社会教育を担うコミュニティセンター

や公民館の指導員、社協の業務別担当ワーカ一、ボ

ランテイアセンターのコーデイネータ一等である。

(4)一般コミ ュニティワーカー

加納はコミュニティワーカーの主たる任務を地域

住民がその地域問題の謀組に向けて自主的、計画的、

組織的に取り組めるように側面から援助する ことで

あるとしている。具体的な例として、数こそ少ないが、

社協の社会福祉活動専門員が該当する。

下位二者は一般的にはコミュニテイワーカーと呼

ばれないが、 この人々の担うコミュニテ ィワーク機

能はコミュニティワーカーの専門職化が進んでいな

い日本においては特に重裂な意味を持つため、含め

た。そして、上位二者が専門職として成立するコミュ
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ニテイワーカーである(加納・ 2003，p96・101)。

大阪市のネットワーク推進員を分類に当てはめて

考えるo ネットワーク推進員は有給であるため、 r(1) 
無給コミュニテイワーカー」ではない。 r(2) コミュ
ニティワークの技法を必要とする他の専門職群Jと
r (3)所属した機関の要請にそって、対象や機能を選
別したコミュニティワーク実践を行うワーカーJに
も当てはまらない。対象が高齢者であった時期もあっ

たが、ヒアリングで聞く限りにおいて、コミュニテイ

ワーカーの業務への具体的な制限はなかったようだ。

よって、 r(4)一般コミュニティワーカーJであると
いえるor (4)一般コミュニテイワーカー」は、他の
3つのワーカーとは異なり、援助の論理、必要性優先

とでもいうべき活動の限界を持たないため、本来の

コミュニティワーカーの役割を果たすことのできる

立場であるo また、ネットワーク推進員はコミュニ

テイワーカーではあるが、地域住民の一人でもある

という特殊な立場でもある。

N 地域支援システムの中の

ネットワーク推進員の役割

1.地域支援システムの仕組み

大阪市の地域支援システムとは、市、区、小学校

区を単位とする 3層5段階のネットワークにより、す

べての住民を支援する独自のしくみである。地域住

民をはじめ、保健・医療・福祉関係者など地域の関

係者のネットワークにより、すべての住民を対象に、

地域での見守り、課題発見や相談支援、関係機関へ

の連絡調整、事例検討によるサービス調整や地域支

援のあり方の検討、よりよい地域づくりのための取

り組みの実施及び開発、関係先への提言を行ってい

る。また、ネットワーク推進員は地域の老人憩いの

家等を拠点として、身近な地域における福祉活動を

推進するために活動した(大阪市・ 2011)。

大阪市の地域支援システムは、時期ごとに対象や

制度を変更しながら、実施されてきたo 第lの時期

は高齢者を対象とした高齢者地域支援システムを構

築した 1991年-2∞4年、第2の時期は対象をすべて
の住民へ広げ地域支援システムとなった 2005年

・2011年、第3の時期はネットワーク推進員を公募で

募った2012年である。この3つの時期区分において

ネットワーク推進員を中心に、以下に制度の変化を

見ていく。その際、ネットワーク推進員経験者と区

社協職員へのヒアリング、地域福祉計画等策定のた

めの有識者会議、地域福祉計画(大阪市独自の計画

を含む)に触れる。

2.第1期 (1991年・2004年)

(1 )高齢者地域支援システム(対象・高齢者)

1990年10月に大阪市民生局高齢化社会対策室が発

行した『いきいきエイジング、みおっくしプラン-

21世紀に向けた高齢社会対策の長期指針ー.J (以下、

みおっくしプランとする)は、高齢社会の課題や高

齢者のニーズに対応していくためにハード面ソフト

面の両方に対する施策と推進体制を示しているo

みおっくしプランの中で書かれている高齢者地域

支援システムを市、行政区、地域(小学校区)と分

けて説明する。地域から順番に見ていく。

地域において、要援護高齢者やその家族を支援す

るためのネットワークを各地域で構築するo 構成メ

ンバーは民生委員、ヘルスリーダ一、高齢者相談員

等の地域住民や保健・医療・福祉等の関係機関、関

係団体等の実務者である。活動内容としては、高齢

者一人一人の実態を常時把握し、要援護高齢者のニー

ズを発見して、関係機関と連携を図りながら、必要

なサービス提供に結びつけるなど、日常生活圏での

在宅支援を図る。このネットワークが後の地域ネッ

トワーク委員会となる。

高齢者相談員は、地域において高齢者の日常的な

課題に対応し、適切なサービスや社会参加の場を提

供することを目的に設置されているo 主な活動内容

としては、区レベルにおけるコーディネーターと協

力し、定期的に要援護高齢者、ひとり暮らしの高齢

者世帯、高齢者夫婦のみの世帯を中心に訪問活動を

行い、ニーズを把握することがある。また、生活環

境の把握や防災・防犯コミュニティ形成の担い手と

なることや、地域の高齢者の社会参加を推進するた

め、文化・スポーツ等サークル活動の企画、グルー

プの組織化等に携わることが期待されている。高齢

者相談員が後のネットワーク推進員である。

また、みおっくしプランの中では民生委員・児童

委員の協力についても、述べられている。民生委員・

児童委員は個別支援活動、在宅支援のネットワーク

づくり推進のために行政や民間の専門機関・施設と

住民とのパイプ役としての役割を担うほか、さらに、

新たな役割についても検討を進めるとした。

行政区レベルでは、高齢者サービス調整チームの

設置がある。目的は、地域レベルでの地域ネットワー

ク活動を通じて把握された高齢者のニーズに対し、保

健・医療・福祉等の各種サービスを、十分な連携の

もとに総合的に提供できるようにすることである。構

成メンバーは、区における保健・医療・福祉等に関

わる団体、施設、行政機関等の代表者である。

また、行政区レベルの相談窓口として、区民室で

は市政相談、福祉事務所では要援護者に対する福祉

措置等の相談、保建所では健康問題等の相談に応じ

ている。しかし、既存の各相談窓口だけでは問題解
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図3:高齢者地域支援システム(石JlI他・2005，p15) 

決が困難なケースもある。また、相談窓口が分から

ず相談できないといったこともある。そうした事態

を予防するために、行政区レベルで高齢者を対象と

した総合相談窓、口を設置することを検討している。さ

らに、市レベルの高齢者総合相談情報センターと連

携するとした。

市レベルでは、高齢者サーピス総合調整推進会議

を設置し、民間の関係団体の協力を得ながら、高齢

者サービスの総合的な調整を図りつつ、各区での高

齢者サービス調整チーム等の活動を支援する。さら

に、同推進会識が大阪市の全庁的な組織である「い

きいきエイジング推進本部 (仮称)J(大阪市高齢化

社会対策委貝会を改組)と緊密な連携を図りながら、

高齢者に関する施策の提言や推進を図るとしている

(大阪市民生局高附化社会対策室 ・1990，p37-42，82-

83)。
みおっく しプランを踏まえて、 1991年に高齢者の

孤独死を防ぐために高齢者地域支援システムが構築

された。3層5段階の仕組みにおいて、 1層は地域レ

ベル、 2層は行政区レベル、 3層は大阪市のレベルで

ある。第1段階から見ていく。

第l段階である地域ネットワーク委員会は、地域

でのニーズの発見や相談、生きがいづくり ・仲間づ

くりをめざしたものである。地域の老人憩いの家を

活用し、ネ ットワーク推進員が地域ネ ットワーク委

員会の事務局を担う。

1992年度にネットワーク推進員の活動が開始され

た。高齢者地域支援システムのベースとなるのが、地

域ネットワーク委員会であり、その事項を担い、調

整を行うのがネッ トワーク扱進員である。第2段階は、

区在宅サービスセンタ一、区役所、サービス事業者

などで構成される。第3段階、第4段階には高齢者サー

ピス調整チームの代表者会報と実務者会識が設置さ

れている。事務局は区民室の高齢化社会対策室であ

る。メンバーは地域在宅サービスセンターなどの高

齢者福祉機関、医師会、警祭署 ・消防署、区社協な

どである。第5段階は、行政区では解決できないこ

とを市の施策に提案、反映していくために、大阪市

高齢者サーピス総合推進会識が設置された。

Eの2で述べたように、社会福祉基礎構造改革に

よって福祉行政は大きく転換した。高齢者福祉分野

においては、 2∞0年に介護保険制度が導入された。
介護保険導入により、特に地域レベルにおいてはど

のような影響があったのか。大阪市の地域福祉計画

を策定するために行われた有識者会議で、当時のネッ

トワーク推進員の発言内容から見てみる。

介護保険制度が導入されたが、ケアマネジャーに

はサービス以外の相談はゆっくりできない。ネット

ワーク推進員は心の悩みの相談やサービス利用申請

の代行や施設見学の付き添いなどもしている。ネッ

トワーク推進員はニーズを持つ人のつなぎ役である。

相談先のない入院中の人が施設入所する際の相談に
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も応じている(第3回大阪市地域福祉計画策定委員会・

2002，鈴木発言)。この発言から、介護保険が導入さ

れてもケアマネジャーの役割とネットワーク推進員

の役割jは重複しないことがわかる。

同年の資料を見ていく。 2∞2年に城東区役所健康
福祉サービス課発行の「高齢者地域支援システム

ネットワーク手帳J(以下、高齢者地域支援システム
の手帳とする)に、当時の地域ネットワーク委員会、

ネットワーク推進員の活動内容が記されている。

高齢者地域支援システムの第 l層の第 l段階であ

る地域ネットワーク委員会の役割・活動は、地域の

高齢者の実態把握、町会レベルでの手助け・支えの

輪づくり、手助けの必要な高齢者への支援と福祉サー

ビスへのつなぎなど、生きがい・健康づくり・ふれ

あいの場づくり、地域の福祉課題の検討、広報・啓発・

研修である。

委員会活動の拠点となる事務所は地区ネットワー

ク委員会事務所と呼ばれ、ネットワーク推進員が常

駐している D その場所は、住民も常に出入りできる

常設の場所である。ネットワーク推進員の活動日は、

祝祭日を除く月曜日.金曜日である。活動時間は、 12

時-13時を除く 10時-16時である。

ネットワーク推進員の業務は、委員会の開催案内

にかかる日程調整・会場設営・資料作成等、帳票類

の管理整理・会計事務等、啓発資料作成・研修会の

企画、高齢者の生活状況等の情報整理、ボランテイ

ア活動の把握と組織化、相談援助活動、相談援助に

かかる関係機関、団体等との連絡調整、ふれあいま

ちづくり事業の企画・運営、その他、委員会活動の

推進に関することがある。

ネットワーク推進員の活動内容に関して、ニーズ

を持った高齢者を発見する方法が3点書かれている。

1点目は、日常的に訪問や声掛けを行い高齢者の状況

を把握することがある。 2点目に、地域ネットワーク

委員会の活動として定期的な実態調査を実施し、高

齢者の生活状況を把握することがある。 3点目は、町

会や民生委員、老人クラブ、食事サービス委員会等

の各団体が行っている活動への参加により情報を得

ることである。そして、ニーズを発見したら地域ネッ

トワーク委員会で解決策を検討し、具体的な活動を

行うことが求められる。

支援活動の内容を見ていく。直接的な支援活動と

して、近隣の人々とともに友愛訪問・外出援助・家

事援助・安否確認・緊急時対応等を行う軽易な日常

生活支援の役割がある。間接的な支援活動として、行

政やサービス提供機関とのパイプ役としての活動、一

人暮らしでも安心できるネットワークづくり、いき

がいづくり・健康づくりの活動を進めること等があ

る(城東区役所健康福祉サービス課・ 2002)。

(2)ネットワーク推進員の考察
ネットワーク推進員はこの時期において、どのよ

うな活動内容であると認識されていたのだろうか。

ネットワーク推進員経験者へのヒアリングから見て

いく。

i50代ぐらいの年齢の時、子育ても終わり、仕事を

探そうかと思っていたら、ある婦人部長から、「留守

番がてらに老人憩いの家にいたらいいJと声がかかっ
た。活動内容は、電話の番ということであった(1993

年からネットワーク推進員として活動A (以下 il993

年.ネットワーク推進員AJとする))oJiネットワー
ク推進員に聞いたところ、「区の担当者に電話の番だ

けでいいからと頼まれた」と話していた(区社協職

員A)oJ電話番という声が聞かれ、ネットワーク推進

員の業務が理解されていなかったことと、なり手が

見つからなかったことが考えられる。

高齢者地域支援システムの手帳には、ネットワー

ク推進員の活動内容として、地域の高齢者の状況を

把握するための実態調査、ニードの発見やグループ

づくりの支援に関することが書かれており、地域住

民の組織化の役割を担っているといえる。また、そ

の活動の対象を高齢者に絞ってはいるが、活動内容

としては、先にみたコミュニテイワーカーが担う役

割を期待されているといえる。

また、高齢者地域支援システムの手帳には、ホー

ムヘルパーや介護福祉士が行うような外出支援・家

事援助の記載が見られる。当時のネットワーク推進

員の業務として具体的にどのようなことを行ってい

たのか見ていく。「ネットワーク推進員を始めたとき

は、介護保険がなく、民生委員と一緒に高齢者の自

宅へおむつを替えに行くといった、身体的介護をし

ていた(1992年.ネットワーク推進員 B)oJrホーム
ヘルパーなどのサービスがないときは、ホームヘル

パーの代わりに高齢者を病院に連れて行ったり、高

齢者の自宅の電球を交換したりしていた(区社協職

員A)oJ実際の業務として、介護保険が始まる前は、

介護保険が包含するホームヘルパーの業務である身

体介護や生活援助も行っていたといえる。

この時期は高齢者のみを支援の対象としているが、

「高齢者だけといっても、家族があるo 関わり合いが

高齢者だが、家族と関わっている(1992年.ネットワー

ク推進員 C)oJ 1993年からネットワーク推進員とし

て活動していたAも、子育てなど高齢分野に限らず

様々な相談にのったと話している。

3.第2期 (2005年・2011平)

(1 )地域支援システム(対象・すべての住民)

2004年に大阪市地域福祉計画(2004年度-2008年度)

が策定されたことによって、地域支援システムの対

象がすべての住民に広げられた(大阪市・ 2∞4，p30)。
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図4・地域支援システム図(大阪市福祉局生活福祉部地域福祉課企画グループ・ 2011)

また、 2004年4月から高齢福祉課から地域福祉課

へ担当を移管した (第2回大阪市地域福祉計画推進

委員会 ・2005，山田発言)02005年から区役所から区

社協が地域支援システムを推進する役割を担うこと

となった (石川他 ・2005，p13)。

第2聞大阪市地域福祉計画推進委員会の資料より、

地域支援システムを見ていく。高齢者地域支援シス

テムと同じく、 1屈は地域レベル、 2層は行政区レベル、

3層は大阪市のレベルである。1段階から順番に見て

いく。

I段階は、地域ネットワーク委員会活動である。委

員会は、 概ね小学校区を基本として設置され、連合

振興町会、社協、民生委員等、各種団体の代表で構

成される。地域の住民が健康を保持 ・増進し、者!i極

的に社会参加できるような地域ぐるみの取り組みを

行うとともに、要援護者のニーズの発見や相談、 関

係機関への述絡 ・調整、 地域での支え合いについて

の検討などを行う地域福祉の核となる組織である。ま

た、地域ネ ットワーク委員会の事務局として各委員

会に、ネットワーク推進員が設置される。

第2段階は、区社協、区保健福祉センタ一等である。

地域ネ ットワーク委員会や介護支援専門員、各関係

機関からの相談を受け、個別の要援護者のニーズに

対するコーデイネー トを行うと ともに、地域型支援

センターや居宅介護支援事業者等関係機関との調整

を行う。また、区社協は地域ネッ トワーク委員会の

活動支援、情報提供のほか、ネットワーク委員長会

議の開催や推進員連絡会の開催、地域在宅サービス

センタ一連絡会開催支援等も行う。

第3段階は、地域支援調整チーム実務者会議である。

区を単位と して設置されており、医療関係者、各関

係福祉施設職員、区社協、区役所 ・消防署 ・警察署

等の関係行政機関の実務者等で構成される。この実

務者会議の下に、個々の機関だけでは援助できない

対応困難事例について対応方法などが検討され、解

決を図ることを目的とした地域ケア会識を設置し、

サービスの総合的な利用開整の促進を図る。実務者

会議においては、地域ケア会議での事例検討結果の

蓄積とともに、情報交換、コミュニテイ・ケアの推進・

調整、研究 ・研修等、また必要に応じた専門部会の

設置を行う。

第4段階は、地域支援調整チーム代表者会議である。

実務者会議の上位機関として設置し、地域振興会、社

協、民生委員協議会、女性団体協議会、医師会、歯

科医師会、薬剤師会、 医療 ・椛祉施設、閑係行政機

関等の代表者で構成される。区レベルの、保健福祉

全般の実態の把握を担う機関と して位置付けられ、実

務者会議での累積的な検討の結果から、区内に必要

なサービスや支援について明らかにし、全市的な施

策に結びつける必要のあるサービスや支援について
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は、次の段階である市レベルの委員会等に提言して

いく。

第5段階は、各施策推進委員会等であるo 全市レ

ベルの会議である各施策の専門委員会等で、各区地

域支援調整チームからの提言について検討し、必要

に応じて行政機関に要請していく(第2回大阪市地

域福祉計画推進委員会・ 2∞5，資料9)。
2005年4月よか大阪市は各区社協の地域支援課

に地域生活支援ワーカー(コミュニテイソーシャル

ワーカー)を各区3・12名(総数127名)設置した。

概ね中学校区に 1名程度である。業務内容としては、

当事者・家族への相談・調整・支援等、相談対応、虐

待ケースへの対応、地域福祉権利擁護事業(一部)等、

介護予防相談(専門職へのつなぎ等)、関係機関等の

社会資源を利用した支援、地域活動と連携した支援

である(第2回大阪市地域福祉計画推進委員会・

2005，資料9、第2回大阪市地域福祉計画推進委員会・

2005，山田発言)。

20ω年3月に第2期大阪市地域福祉計画 (2∞9年
度・2011年度)が策定された。ネットワーク推進員に

関する記述に焦点をあて、見ていく。

ネットワーク推進員は、地域において、生活課題

の発見、相談支援技術の向上を図るとともに、地域

ネットワーク委員会の委員長をはじめ、各委員に対

して地域活動指導者研修等を実施する。また、地域

ネットワーク委員会やネットワーク推進員の活動が

正しく理解されるよう、活動に対する評価のしくみ

づくりを検討するとしている。

2010年に2度、地域ネットワーク委員会、ネットワー

ク推進員について、住民監査請求が出された。ネッ

トワーク推進員業務の実態や地域ネットワーク委員

会活動の実態及び推進員委託料における税処理の問

題についてであるo いずれも棄却という結果であっ

たが、監査委員から意見が付された。内容は、推進

員業務の明確化、役割の再検証、補助のあり方の見

直しの検討についてであるo 加えて、推進員の補助

対象業務の明確化、選任方法の透明化を図るととも

に、補助事業の審査、チェック体制等を実効性のあ

るものとする。そして、推進員の納税に関する指導

等の徹底に努めることというもので、あった。

これらを踏まえて、 2011年度から事業の改善を順

次すすめることとし、業務の明確化、要綱の整備、マ

ニュアル作成、契約方式の変更が実施されたo また

同年に、活動経費を地域実情に合わせて活用できる

ように補助金から地域交付金に変更した(平成23年

度大阪市地域福祉推進委員会第 l園地域福祉研究部

会・2011，資料l、第 11回大阪市地域福祉推進委員会・

2011，資料2-1)。

健康福祉局が作成した「保健・医療・福祉ネット

ワーク推進員活動マニュアルJ(以下、マニュアルと

する)に触れる。このマニュアルには、ネットワー

ク推進員の活動内容が詳細に記されている白 Wの2

で触れた高齢者地域支援システムの手帳に記載があ

る活動内容に加えて、新たに追加された部分を 5点

見ていく。

1点目は、記録に重点を置いたことであるo 住民監

査請求を受けて追加されたと考えることができる。地

域ネットワーク委員会活動を通して収集した情報の

記録(高齢者や要援護者等の名簿作成、マップ作り)、

地域ネットワーク委員会会議の記録作成がある。加

えて、ネットワーク推進員活動日誌の作成し、地域

ネットワーク委員長及び区社協へのネットワーク推

進員活動日誌の提出を行うとしている。

2点目に、相談援助に関する活動内容が増えた。相

談者への対応に関する業務の他に、緊急時における

一時的な相談援助(行政機関や医療機関等の付き添

い・外出支援及び要援助者宅、施設、入院先等への

訪問及び電話による確認含む)・車椅子の貸し出し等

が加わった。

3点目に、研修に関する業務が加わった。具体的に

は、ネットワーク委員 1)に対する研修の企画(研修

会の開催や参加、施設見学等)・ネットワーク推進員

自身の地域福祉活動に関する研修会や講習会への参

加等がある。

4点目は、関係機関との連絡調整に関する業務が加

わった。相談や要援護者対応時における関係機関へ

の連絡調整(電話・訪問)・関係機関との会議(ネッ

トワーク推進員連絡会議・地域ケア会議・施設連絡会・

ケース会議・地域の会議等)への出席・関係機関職

員の来訪対応等がある。

5点目は、ネットワーク推進員が参加する地域の事

業が明文化された。高齢者地域支援システムの手帳

においても、ニーズを持った高齢者を発見する具体

的な取り組みとして、「地域の団体が行っている活動

への参加から情報を得る」という記載があった。今

回のマニュアルでは、「地域のボランテイアが活動し

ている事業(ふれあい喫茶・食事サービス・世代間

交流等)やボランテイアの会議等への参加による活

動状況の犯握jとなった。地域で行われるボランテイ

ア活動は手帳が発行されたときよりも増えているo ま

た、マニュアルでは「地域ネットワーク委員会活動

の推進に寄与するものとして、地域ネットワーク委

員長及び区社協が認めたもの(地域行事等)に参加

すること」という記載もある。

他にマニュアルには、ネットワーク推進員活動例

の記載がある。 活動例として、独居高齢者のひきこ

もりを解消、身寄りのない住民の緊急入院時への対

応、入院した住民の状況把握、専門機関との連絡調整、

世代間交流の活動、孤独死防止の取り組み、ゴミが

散乱している家に居住する高齢者への対応、精神症
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状のある住民の受診支援、夫がアルコール依存症で

自立生活が送れない妻への支援の例が掲載されてい

る。

有識者会議では、住民監査請求についてどのよう

な議論がなされたのか。平成23年度大阪市地域福祉

推進委員会第1回地域福祉研究部会において話し合

われたのは、地域主権と言われているなかで、大阪

市として地域ネットワーク委員会のあり方を整理し

て規制や指導を行うことの難しさであった(簸本発

言)。加えて、行政改革に伴う地域への影響である地

域活動協議会 2)の発足が行われる中で、これからの

ネットワーク推進員・地域ネットワーク委員会を地

域活動協議会の中でどのように位置づけていくかと

いう議論がなされた(竹村発言)。

(2)ネットワーク推進員の考察

支援対象の拡大は地域へ広まったのか、ネットワー

ク推進員経験者へのヒアリングから見ていく。

対象が高齢者で、あった時期に高齢者のみを対象と

していなかった現場の声があった一方で、すべての

住民を対象とした地域支援システムに変更となった

時期であっても、高齢者対象の活動が中心のままの

地域もあった(区社協職員 B)。地域住民に対象が広

がったことが伝わっていないことが考えられる。 2∞5
年に行われた、第2回大阪市地域福祉計画推進委員

会において、「新しい地域支援システムで懸念してい

るのは、ネットワーク委員の推薦はすでに済んで、 5

月頃に委嘱することになっているが、推薦の段階で

小学校区での推薦母体の方々は、今までのように高

齢者だけでなく、児童や障害者も幅広く対象とする

ということを聞いていないということであり、調整

していく必要がある(乾発言)oJという発言があった。

また、ネットワーク推進員と地域生活支援ワーカー

の連携については、両者が直接つながるのではなく、

地域支援システムを担当していた区祉協の地域活動

担当の職員を通してつながっていた(区社協職員 E)。

2006年4月から区祉協において、地域の在宅支援の

中核機関として地域包括支援センターが設置された

(大阪市社協・ 2012，p46)。地域包括支援センター職

員と区社協地域生活支援ワーカーを個別支援部門(コ

ミュニテイソーシャルワーカー)と位置・づけ、コミュ

ニテイソーシャルワーカーと地域活動担当の職員の

連携の実践が行われはじめている区社協も存在する

(麻井・2012，p21・33)。

4.第3期 (2012年)

(1 )地域支援システム(ネットワーク推進員を公募

で募集)

2012年の1年間はネットワーク推進員が公募制と

なった。活動内容、活動日・活動時間帯、活動拠点、

委託料(月額10万円以内)年齢 (20歳・75歳)にお

いても、特に変更はなかった。民生委員・児童委員、

主任児童委員に就任していない人という応募条件が

加わった。応募期間が短く 9日間であった。委託期

間は募集の時点では2012年4月の初め・7月末であり、

8月以降は未定となっていた。しかし、実際は年度末

まで委託が行われている。

この公募に関して、年齢と募集期間と公募の広報

に関してパブリックコメントが寄せられ、福祉局生

活福祉部地域福祉課が回答をした。その回答の内容

を見ていく。

公募による選考は、補助事業としての透明性・公

平性を確保するために、 2012年度より就任する推進

員に対して実施している。年齢要件については、地

域で活動しているボランテイアの参加者は高齢者も

多いため、より幅広く優れた人材を募集することを

目的とし、年齢の上限を定めている。応募期間につ

いては、 2012年4月1日から活動を開始するにあたり、

早急に公募を実施する必要があるため、各地域の選

考会議等のスケジュールを勘案し、概ね10日間を標

準的な応募期間として、区毎に応募時期を定めてい

るo 公募の実施にあたっては、各区社協のホームペー

ジへの掲載、地域内の掲示板へのポスター掲示、老

人憩いの家等への募集ピラ設置など、地域の実情に

応じて周知を図ることとした(福祉局生活福祉部地

域福祉課・ 2012)。

公募制が行われる前のネットワーク推進員の選出

方法はどういったものであったのか。大阪市健康福

祉局地域福祉課が24区の区社協を通じてすべての

ネットワーク委員会の現状を調査した「地域ネット

ワーク委員会の概要・活動内容について 平成22年

3月」によると、 2(胤年については、地域内で推薦、

選出している地域が93.0%であり、公募している地

域が1%、その他の選出方法を行っている地域が6%

であった(大阪市健康福祉局地域福祉課・ 2010，p9)。

なお2012年においては、 2011年までネットワーク

推進員を担当していた人も選考を受けることになっ

た。選考の方法として、書類審査や面接が行われた。

結果、現任再選も多くあった。東淀川区においては、

区内全17地域から計19名の応募があり、現役再選

14名、新任3名となった(東淀川区社会福祉協議会・

2012， p2・3)。

(2)ネットワーク推進員の考察

ヒアリングを行った6区においても、ネットワー



地域福祉を担うコミュニティワーカー 11 

ク推進員担当者の変更は少なかった。しかし地域

のキーパーソンとなっていたネットワーク推進員が

公募制を期に辞任した地域がいくつかあった。その

理由として、ネットワーク推進員は地域の役員など

から推薦され選出される慣習が根付いており、自主

的に立候補する公募制とはなじまなかったことがあ

る。ヒアリングを見ていく。

ネットワーク推進員は地域の連合町会長に頼まれ

たり、お世話になっているからやるものであると考

えていたため、公募制に納得がいかず、ネットワー

ク推進員を辞した人もいる(区社協職員C)。ネット

ワーク推進員として活動していた人たちは、 20年く

らい前に行政からからどうしてもやってほしいと頼

まれ、ネットワーク推進員として活動している。自

ら積極的にするようなものではないというイメージ

がネットワーク推進員にある(区社協職員 A)。

ネットワーク推進員の活動内容において、ネット

ワークをつなぐことが重要な位置を占めているため、

地域で推薦する従来のシステムがある程度うまく機

能していた。アンケート結果で公募制が行われる前

の選出方法は推薦が多くの割合を占めていた。ヒア

リングにおいても推薦のケースがほとんどであったo

地域の町会長の推薦や地域振興会の女性部長が知

り合いの娘さんに頼んだりしていた(区社協職員 A)。

それ以前は女性会として活動していたが、前任者が

定年退職し、声がかかった。 (2011年.ネットワーク

推進員E)。地域で10年以上ボランティアをしており、

連合の会長から推薦された (2012年ーネットワーク

推進員D)。などである。

また、地域で推薦して選出を行うことが必要とな

る理由に、ネットワーク推進員の活動は負担が大き

いということもある。具体的には、ネットワーク推

進員は地域の会議や地域行事のため、活動時間帯以

外の時間や土日に活動することがあるo 大阪市の地

域福祉が発展するごとにふれあい喫茶や食事サーピ

スなどネットワーク推進員の役割はだんだん増えて

いった。しかし、多くの時間を活動に費やしても、ネッ

トワーク推進員が受け取る委託料は増えない。

また、公募制導入に伴い出勤簿等の提出書類の変

更があった。しかし、区社協職員 Dは「公募以前か

ら記録等もとっており、出勤簿は公募以前から独自

に作っていたため、形式が多少変わったくらいで、さ

したる影響はない。」と話した。

評価に関しては、推進員活動評価シートを用い、

2012年7月に一度評価を行った。ネットワーク推進

員の自己評価と委員会評価が行われた(区社協職員E)。

5. 2012年の行政改革

2012年4月に大阪市の地域福祉のシステムは大き
く変わった。今後の大阪市における地域福祉の推進

にあたって、区長のリーダーシップによりそれぞれ

の区が、その実情に応じて地域福祉の施策を実施で

きるようにすることが課題となる。区長の公募や区

長権限の強化がその背景にあったo

大きく変わった理由として、「大阪市地域福祉推進

指針」の策定がある。これまで大阪市は2度「大阪

市地域福祉計画jを策定していた。地域福祉計画は

市町村が作るものとされている(社会福祉法，第107

条)。しかし、現在行われている改革である大阪都構

想において、大阪市を解体して9区-10区の特別区に

再編することとなっているo そして、この特別区に

は普通の市町村以上の中核市並みの権限を与えると

しているo 特別行政区となれば、市が処理するもの

を扱うことができる(地方自治法，第3編第2章第

281条2)。そのため、各特別区が地域福祉計画を策

定することとなる。従って、大阪市として 1つの「地

域福祉計画」を策定するのではなく、その代わりに「大

阪市地域福祉推進指針jを策定した。現在各区にお

いて、地域福祉計画の策定が行われている。

同じく、 2012年4月に大阪市は「施策・事業の見

直し(試案)-市役所のゼロベースのグレートリセッ

ト--J(以下、「施策・事業の見直し(試案)Jとする)
を策定した。その中で、地域福祉活動にかかる複数

の委託・補助事業について、他都市の状況を踏まえ、

より上回っているものは縮小し、事業目的が他の事

業で達成できるものは整理を行う等、見直しを行う

とした。比較する都市は、横浜市・名古屋市・京都市・

神戸市(以下、比較4市とする)である。

その中で、ネットワーク推進員の事務局機能を各

ネットワーク委員会のメンバーが連番で対応する等

により、ネットワーク推進員を廃止するとしている。

また、地域生活支援ワーカーを国保補助対象の24名

に縮小するとした。

ネットワーク推進員を廃止することに関して、パ

ブリックコメントが寄せられた。「施策・事業の見直

し(試案)Jでの市からの提案について、「ネットワー
ク推進員を廃止し、事務局機能をネットワーク委員

で輪番対応すれば、プライパシーが守れなくなるし、

実情把握も無理」という意見や「ネットワーク推進

員は明るく住みやすい街づくりの担い手として地域

の方々との潤滑油、地域住民との橋渡しの役目を果

たしているので必要」といった意見があった(大阪市・

2012)。
そして、市政改革プランが7月に策定された。ネッ

トワーク推進員活動の補助を廃止し、計3億5∞0万
円の削減とした。また、地域活動協議会の実施方法

とあわせ、区で検討し再構築するとした。加えて、地

域生活支援ワーカーを国庫補助対象の24名に縮小し

た。

有識者会議での行政改革に関する議論を見ていく。
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2012年5月に行われた地域福祉推進会議第2園地域

福祉研究部会では、ネットワーク推進員の補助の廃

止に関して議論が行われた。「推進員の補助は一旦廃

止したうえで、区長が地域の声を聞いて考えていく

ことになると思う。局としてはこれまでのようなコー

デイネーター役が必要だと訴えたが、改革プランの

素案には盛り込まれず、区で検討して再構築する方

向とされた。jという、事務局の発言に対し「推進員

を廃止した財源で区長に財布を渡しでも、再編成を

考えるのはなかなか難しいのではないか(岩開発

言)oJといった懸念の声が上がった。その後、事務

局から f改革プランには「廃止」と害かれており、経
費節減の項目にもなってくるとは思うが、地域の実

情を聞いてあらためて置くものと解釈している。制

度ができて20年経過し、地域によって取り組みが異

なってきたことは事実なので、区で考えることは必

要だと思う(事務局)oJという発言があった。ネッ

トワーク推進員の補助廃止というのは決定事項で

あったが、有識者会議では補助継続の声があったo

6.ネットワーク推進員の果たしてきた役割

ネットワーク推進員の果たしてきた役割をEの4

で示した岡本のコミュニテイワークの8つの機能に

照らしあわせつつ、考察する。

ネットワーク推進員の果たしてきた役割として、 2

点挙げたい。 1点目は、ネットワーク推進員が地域の

ネットワークを構築したということと 2点目は地域

の緊急時への取り組みである。前者から見ていく。

ネットワーク推進員が地域のネットワークを構築

することができた理由として4つの事柄がある。

まず、ネットワーク推進員が地域を理解していた

ことがある。これは、岡本の示した r(1)地域の調査・
判断の機能」に当てはまるo ネットワーク推進員へ

のヒアリングを見ていく。「最初5年間くらいは、活

動するための下調べとして、ともかく地域知らない

といけないと考えた。そこで町内に住んでいる住民

や民生委員に会って話を聞いたり、地域の生い立ち

ゃ歴史を調べた。それを町会長会議で発表し、自信

が持てるようになった。今でも区役所職員から地域

の歴史に関する問い合わせがある(元ネットワーク

推進員 C)oJr最初、地域の情報や事情を知ることに
一生懸命だった(元ネットワーク推進員E)oJ地域の

調査・理解は、地域で活動する上での第一歩である。

2つ目に、ネットワーク推進員が、地域の公共の施

設の中に常駐しているということがある。ここは民

生委員と差別化できる点である。その施設を地域住

民が利用するため、地域の情報が入ってくる。地域

住民からしてみれば、わざわざ相談するために出向

かなくとも、施設を利用する時に、気軽に話すこと

ができる存在である。

3つ目に、ネットワーク推進員が住民にとって校区

内で相談できる身近な窓口となっているところであ

る。これは福祉ニーズを持った地域住民と専門機関

を繋ぐ役割であるため、岡本の示した r(2)福祉ニー
ズと社会資源開の連絡・調整の機能」が当てはまる。

パブリックコメントに「ネットワーク推進員は地域

の中で、身近な相談窓口であり、高齢化が進む中、一

人暮らしの高齢者が相談する場である。また、核家

族化の流れの中で必要な事業Jという声があった(大
阪市・ 2012)。一方で、区役所は敷居が高く相談しづ

らいという地域の人の声があった(元ネットワーク

推進員 F)。

最後に、ネットワーク推進員は日々見守りを行っ

ていたということがある。これは福祉ニーズを持っ

た地域住民を発見し、その後専門機関を繋ぐコーデイ

ネート的な役割をネットワーク推進員が担うため、結

果的に岡本の示した r(2)福祉ニーズと社会資源開
の連絡・調整の機能Jが当てはまる。 2(泊8年の調査
での個別援助活動の内容(一部地域社協活動との共

催実施分も含む)として、友愛訪問を行っている委

員会は92.5%であったし、ヒアリングによると、実

際にネットワーク推進員が築いたネットワークは役

に立っていたといえる。そして、緊急時の支援にお

いても、そのネットワークは役に立った。区社協職

員の声として以下のものがあった。「緊急時で連絡を

取る際にネットワーク推進員が持っていたネット

ワークが役に立った(区社協職員 D)oJr警察、消防、
区内にある地域包括支援センターとネットワーク推

進員が連携していた(区社協職員A)oJ

ネットワーク推進員の果たしてきた役割の2点目

として、ネットワーク推進員が地域の緊急時への取

り組みを見ていく。ネットワーク推進員の中には、生

活環境や家族構成等、小学校区の住民の情報をカー

ドで集め、それをもとにマップを作って支援する方

法をとっていた人が複数人いた。カードの心配ごと

の欄には「死んだら早く見つけてJr緊急の時 不安J
といった声があった(元ネットワーク推進員A・D.F)。
ネットワーク推進員は、いざというときに緊急支援

が必要な人のための調査を行っていたのである。

現在、全国的に災害への取り組みに関心が高まっ

ており、災害時要援護者への支援に関しでも注目が

集まっている。政府は2∞5年に「災害時要援護者の
避難支援ガイドラインJを設け、それを受け大阪府
は2∞7年3月「市町村における『災害時要援護者支
援プランj作成指針jを策定した。そして大阪市は

2∞9年11月に「大阪市災害時要援護者避難支援計画
(全体計画)Jを策定したが、まだ十分であるとは言
えない。現在は、区ごとに取り組みが進んでいる。

緊急時の支援を円滑に行うためには、普段からの

連携が必要であるo ネットワーク推進員が事務局を
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担っていた地域ネットワーク委員会は、日常的に区

役所や区社協に相談・報告をし、連携して活動を行っ

ていた。

「地域ネットワーク委員会の概要・活動内容につい

て 平成22年3月」によると、困難事例や委員会運

営に関し、区社協へ相談・報告がなされているかと

いう質問に対し、「ネットワーク推進員連絡会時以外

に随時の相談・報告があるJが88.5%であった。そ
して、「定例のネットワーク推進員連絡会での相談・

報告があるJが3.5%である。
また、区役所の保健福祉センターへの調査として、

2009年度の地域における要援助者への支援に関して

地域ネットワーク委員会(ネットワーク推進員)と

の連絡調整を行ったかという質問に対し、「地域ネッ

トワーク委員会(ネットワーク推進員)から直接も

しくは区社協を通じて連絡・依頼を受けたことがあ

る」かつ、「地域ネットワーク委員会(ネットワーク

推進員)へ直接もしくは、区社協を通じて連絡・依

頼を受けたことがある」を選択した区は 18区(75.0%)

であった(大阪市健康福祉局地域福祉課・ 2010，p9)。

以上の調査により、地域ネットワーク委員会は、日

常的に区役所や区社協に相談・報告をし、連携して

活動を行っていたといえる。

7.ネットワーク推進員の問題点

ネットワーク推進員の問題点に3つ挙げておく。

1つ目は、地域の中でネットワーク推進員の役割が

十分理解されていない。ネットワーク推進員は研修

を受けており、ネットワーク推進員の役割を理解し

ているが、地域の人には役割が必ずしも理解されて

いるとは言えない。

ネットワーク推進員本人は業務を理解しているが、

連合町会長や他の役員には役割が理解されておらず、

ネットワーク推進員は給料をもらっているため何で

も任せるという地域の雰囲気があった(区社協職員

A)。地域の人からしてみれば、ネットワーク推進員

は身近な公共の施設に常駐しており、ある程度事務

作業を行う能力があり、給料が支給されているため、

用事を気軽に頼みやすい便利な存在である。ネット

ワーク推進員に対し、地域の役員が地域の会議で使

用する資料作成や、飾り付けの準備物を依頼するこ

とがあった。区社協としては、本来の業務以外は行

わないようにネットワーク推進員本人に伝えている白

そして、地域の人にもネットワーク推進員の本来の

業務以外は依頼しないように伝えである。しかし、

ネットワーク推進員の業務は、地域の役員と持ちつ

持たれつで成立している部分があるため、断ること

が難しい。例えば、見守りで高齢者等の自宅に初め

て訪問する際、町会長等の地域の役員と訪問しなけ

れば信頼を得がたい場面があるo ネットワーク推進

員の仕事のみを行っていると、地域での活動がし辛

い(区社協職員 C)。という意見がある口

元ネットワーク推進員には、「地域の事務処理のよ

うな業務もあったが、それは空いている時間で行っ

ていた。地域の用事は地域ネットワーク委員会にまっ

たく関係のない仕事ではない。」という考えの人もい

た(区社協職員 D)。

2点目は 1点目と関係していることであるが、ネッ

トワーク推進員に給料が支給されているために起こ

る地域活動のやりにくさがあるo

地域の役員は全員無償のボランティアであるo そ

のため、地域の役員から「ネットワーク推進員はな

ぜ地域の役員と同じような活動しているにも関わら

ず、給料をもらっているのかJと思われ、理解を得
られないつらい立場だった(区祉協職員 A)。

ネットワーク推進員の声を見ていく。給料をもらっ

ている分、地域の役員より仕事をし、どうしても必

要な存在になるしかないと考えた。しんどかった(元

ネットワーク推進員 C)。地域の役員に、私たちは無

償だと直接言われたことがある。いっそボランテイ

アに戻ったほうが楽かなと考えることがある(元ネッ

トワーク推進員D)。私は地域の役員から20年間「ネッ

トワーク推進員は給料をもらっているjと言われ続

けた。その度に、ネットワーク推進員は、老人憩い

の家で10時-16時の問、拘束されていることを伝え

てきた(元ネットワーク推進員 A)。

3点目はネットワーク推進員が地域住民であるため、

地域住民の側からするとネットワーク推進員に相談

がし辛いことがあるo 身近な地域に住んでいる人に

悩みを知られたくないということがあるようだ(元

ネットワーク推進員 D)。ネットワーク推進員が専門

家であれば、相談をしょうかと思う(未設置地域住

民)。ネットワーク推進員は有給であり研修は受けて

いるが、有資格者や専門家であるということが必要

要件となっていない。地域住民の立場からすれば同

じ地域に住んでいる人という見解であるため、専門

性による安心や信頼の担保がないと捉えることがで

きる。

8.大阪市のコミュニティワーカーの現在

現在、大阪市では繰り返しになるが行政改革によっ

てネットワーク推進員の補助金が廃止されている。そ

の後、区役所が主導し、 24区それぞれの福祉施策推

進パイロット事業が行われている。その事業を大き

く2つに分けると、福祉コーデイネータ一等による

見守り支援(19事業)と、見守り支援体制の基盤整

理(11事業)に分けられる。その福祉コーデイネータ一

等による見守り支援事業の中には、ネットワーク推

進員が果たしてきた役割を補完、またはそれに準ず

る役割を果たす地域住民を地域ごとに設置し、給料
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を支払っている地域も少なくない。

ヒアリングによれば、ネットワーク推進員が活発

に活動していた地域は、そのやり方が継続している

といえる。

ネットワーク推進員活動の功績が区役所に認めら

れたり、地域の人が大阪市にパブリックコメントを

出したり、地域住民がネットワーク推進員継続を希

望する署名を集めたりしたためである(区社協職員B.

C)。
新しいコミュニテイワーカーの設置に伴い、広報

を大々的に行ったことによって知名度が上がり、地

域からコミュニテイワーカーに寄せられる相談件数

が増えたと感じる区社協があった(区社協職員 B)。

また、区としてコミュニテイワーカーの設置は行っ

ているにも関わらず、地域の人の理解が得られなかっ

たり、なり手がいないために設置できず区で大々的

に広報ができないという悩みを抱える地域もある(区

社協職員 F)。予算がつけられないことによりネット

ワーク推進員と同額の給料を支払うことが難しく、コ

ミュニテイワーカーの勤務時閉を短縮せざるを得な

くなった区もある(区社協職員 B)。また、ネットワー

ク推進員が廃止され、現在設置されているコミュニ

テイワーカーがネットワーク推進員とは異なる新し

い役割を果たしているということが地域住民から認

識されていない地域も存在する(元ネットワーク推

進員 D)。
また、ネットワーク推進員が果たしてきた役割を

補完、またはそれに準ずる役割を果たす地域住民(コ

ミュニティワーカー)を地域ごとに設置していない

地域は、区の方針によるところが大きい(区社協職

員A.D)。
コミュニテイワーカーを設置している地域は、ネッ

トワーク推進員によって培われた地域ネットワーク

が継続して力を発揮している。しかし、補完する仕

組みがない地域においてネットワーク委員会は開催

されず、ネットワーク推進員が築いてきた関係が活

用されていない(区社協職員D)。

9.大阪市のコミュニティワーカーの今後

緊急時や災害時において援護を要する人を的確に

把握し、支援に必要な社会資源をつなげることが早

急に求められているo そのためにコミュニテイワー

カーに期待されるのは、地域に入っていくことであ

る。つまり、ネットワーク推進員と地域ネットワー

ク委員会が行った取り組みのノウハウやネットワー

クはこれからも必要とされる。

「地域ネットワーク委員会の概要・活動内容につい

て 平成22年3月Jによると、ネットワーク推進員
を設置していた時、244の地域ネットワーク委員会(全

体の75.8%)は要援助者支援の調査を行っていた。調

査の内容は、 70歳以上の高齢者調査、独居高齢者調査、

災害時における安否確認・要援助者希望者の調査等

であった。調査の方法は回覧板による呼びかけや訪

問による聞き取り等であった(大阪市健康福祉局地

域福祉課・2010，p3)。

要支援者の情報を更新して続けるためには、調査

を継続し続けることが重要である。そして、調査に

とどまらず非常時・災害時の支援体制を整える必要

がある。

現在、災害時要援護者の調査を行っているコミュ

ニティワーカーがいる。地域によって方法や進捗の

ばらつきが見られることに留意し、ヒアリングの中

から一例を挙げておく。その地域ではネットワーク

推進員が設置されていた時代と同じように、ネット

ワーク委員が現在も活動しており、千人以上の地域

に住んでいる70歳以上の人の家を一軒一軒調査して

いる。最低限、援助のために必要な個人情報である

家族構成、緊急連絡先、介護度、緊急時・災害時に

自ら脱出することが可能か、自ら避難所に向かうこ

とが可能かといった調査を行っている。それに加え

て、地域の社会資源を踏まえた災害マップの作成や、

災害が起きた場合の災害時要援護者を含めた地域住

民の避難の方法の模索を行つ'ているo さらに、昼間

人口・夜間人口も視野に入れたボランティアの募り

方に取り組んでいる(元ネットワーク推進員 F)。

しかし、ネットワーク推進員の役割やそれに近い

制度を踏襲するだけでは、ネットワーク推進員を設

置していた時の問題点は改善きれない。そこで、コ

ミュニティワーカーが評価される仕組みを作ること

が必要であろう。

ネットワーク推進員を設置していた時代に、ネッ

トワーク推進員の評価に関しては有識者会議の中で

何度か議論されてきた。「地域ネットワーク委員会の

活動に格差があるのは事実であり、ネットワーク推

進員の位置づけについても、事務員的な役割に止まっ

ている人もいれば積極的に地域に出ている方もおら

れるo 熱心な方ほどしんどい思いをさせている面も

あるので、評価のしくみも必要であり、何段階かで

支援するなどの再編成はすすめていかなければいけ

ないと思っている(第2回大阪市地域福祉計画推進

委員会・ 2005，山田発言)oJI活動に対する評価のし
くみが大切であり、だれが、どのようなかたちで評

価し、評価の結果がどのような影響を与えるかを明

らかにする必要があるo その際、地域の人々が自分

たちで期限を設定し、自己評価できるようなしくみ

にする必要がある(第4回大阪市地域福祉計画推進

委員会・ 2006，簸本発言)oJ

また、第2期大阪市地域福祉計画に「地域ネットワー

ク委員会やネットワーク推進員の活動に対する評価

のしくみづくりの検討Jという項目がある。実際に、
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2012年7月に l度だけ、評価を行ったことがあるo

しかし、それは 1度だけであり、 2013年3月にネッ

トワーク推進員への補助金は廃止された。

ネットワーク推進員経験者に対して行ったヒアリ

ングの中で、地域役員からの理解が課題となってい

た。今回、パイロット事業としての評価は行われるが、

地域にそれぞれ配置されるコミュニティワ}カーの

評価を細かく行うとは考えにくい。評価は相談件数

など数値化できるもののみでは不十分であり、コミュ

ニテイワーカーが果たした役割が見える必要がある。

評価することによって、尽力しているコミュニテイ

ワーカーが報われ、モチベーションの継続につなが

ると考えられる。加えて、コミュニテイワーカーの

活動が地域の人に理解されて、連携しやすくなる。そ

して、コミュニテイワーカーの活動がわかりやすく

なり、認知度が上がることにつながる。

V おわりに

Iで取り上げた単身高齢者の世帯の増加、地域の

希薄化等、地域の力が弱まっている現代社会におい

て、緊急時・災害時に役立つ地域の支援のネットワー

クは全国どこの地域にとっても切実な課題である。そ

のネットワークを推進するコミュニティワーカーは

地域福祉を進めるにあたって重要な存在であるo 大

阪市のネットワーク推進員は、地域の基盤作りを行

う貴重な事例であった。

大阪市において、行政改革によって地域団体の仕

組みの変更等が地域に影響を与えている。しかし、行

政や制度に変化があっても地域はすぐには変わらな

いことや、自分たちが暮らしている地域をよくする

ために尽力する地域住民の活動がヒアリングを通し

て見えた。

コミュニテイワークの役割は広義的にはコミュニ

テイソーシャルワークの役割に含有されるため、コ

ミュニテイソーシャルワーカーが個別支援のために

地域の基盤作りに取り組むことも考えられる。しか

し大阪市のネットワーク推進員のように地域住民

をセミプロフェッショナルのコミュニテイワーカー

として社協や行政、地域活動団体、 NPO等が雇用す

ることも考えられる。その際、評価制度やスーパー

ビジョンを受けることができる仕組みを整える必要

がある。

ネットワーク推進員はコミュニティワーカーの役

割において、地域調査の機能と福祉ニーズの社会資

源開の連絡・調整の機能を担っていた。地域住民等

がコミュニテイワーカーの役割を担い、地域の基盤

作りが進むことは大いに考えうる。
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page/!剖泊0172412.h加 l

大阪市健康福祉局地域福祉課，2010年3月 f地域ネットワー
ク委員会の概要・活動内容について平成22年3月J

浪速区社会福祉協議会，2012年3月「平成24年度保健・医療・

福祉ネットワーク推進員決定のお知らせJ
http://naniwa-ku-cosw.or.jpldocuments/k.etteiHP.pdf 

社会福祉法人大阪市港区社会福祉協議会J保健・医療・福
祉ネットワーク推進員募集J
http://minato.kusyakyou.or.jp/res.O/suisinin.pdf 

城東区社会福祉協議会 2012年3月「保健・医療・福祉ネッ

トワーク推進員募集のお知らせJ
h抗p:/lwww.joto.k凶 yakyou.o工.jp/main.cgi?c=11:7

東淀川区社会福祉協議会，2012年6月「あなたの地域の「保

健・医擦・福祉ネットワーク推進員」が決まりましたJr東
淀川社協だより No.74J

厚生労働省，2∞3年4月「社会福祉法(抄)J
大阪維新の会「大阪都構想への誤解を解くJ
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http://oneosaka.jp/policy/07.html 

大阪市， 2012年4月「大阪市地域福祉計画・大阪市地域福

祉推進指針」

大阪市福祉局生活福祉部地域福祉課企画グループ， 2012年4

月「新しい大阪の地域福祉の推進に向けてJ
http://www.city.osaka.lg.jp/fukushilpage/OO∞162578.html 
大阪市市政改革室 総合調整担当， 2012年4月 rr施策・事
業の見直し(試案)-市役所のゼロペースのグレート

リセット-Jを策定しました」
http://www.city.osaka.lg.jp/shiseikaikakushitsu/ 

page/(削0163563.html

大阪市市政改革室 PDCA担当， 2013年5月 rr市政改革プ
ラン」アクションプラン編別冊一部抜粋j

http://www.city.osaka.lg.jp/shiseikaikakushitsu/ 

pagelOOOOl7:鎚94.html

平成24年度大阪市地域福祉推進会議第2園地域福祉研究部

会，2012年5月，岩間伸之部会長

http://www.city.osaka.lg.jp/fukushi/cmsfiles/ 

contents/I似削19.凡卯46/24-2KAIGIROKU.pdf

大阪市市政改革室 地域力復興担当， 2012年4月「地域活

動協議会の形成に向けた支援」

http://www.city.osaka.lg.jp/shiseikai kakushi tsul 

page/Iα削 19似07.html
内閣府， 2∞5年3月「災害時要援護者の避難支援ガイドラ
インJ
http://www.bousai.go.jplkaigirep/chuoboull21pdflsiry03_3. 

pdf 

大阪市危機管理室，2010年3月「災害時要援護者の避難支援J
http://www.city.osaka.lg.jp/k i ki kanrish i ts ul 

page/I∞∞071050.html 
大阪市， 2012年6月 rr市政改革プラン(素案)Jに係るパ
プリックコメント手続の実施結果(概要)を取りまと

めました」

http://www.city.osaka.lg.jp/hodoshiryo/ 

shiseikaikakushitsulOOOOI7171 3.html 

大阪市鶴見区役所地域活動支援課， 2013年8月「災害時要

援護者に対する支援の仕組みづくりJ
http://www.city.osaka.lg.jp/tsurumilpage/O∞0230416.html 
大阪市西淀川区役所まちづくり推進課まちづくり推進グ

ループ，2013年3月「災害時要援護者支援の推進j

http://www.city.osaka.lg.jp/ni shiyodoga wal 

page~∞∞211 149.html 

大阪市社会福祉審議会， 2∞2年2月「大阪市における今後
の地域福祉のあり方について(意見具申)J
http:!.畑ww.city.osaka.lg.jplfukushilpage/OO(川加侃86.html

第3回大阪市地域福祉計画推進委員会， 2005年9月，資料9

「小地域福祉活動にかかる支援のあり方について」

http://www.city.osaka.lg.jp/fukushilpage/.αJOO007831.html 
福祉局生活福祉部地域福祉課，2013年2月「各区において、

真に支援を必要とする高齢者、障がい者等のために区

独自の新たな福祉施策を実施します」

http://www.city.osaka.lg.jp/hodoshi ryo/ 

seisakukikakushitsulOOOO205293.html 

第2回大阪市地域福祉計画推進委員会， 2∞5年3月，牧里毎
治委員長・事務局(山田課長)

http://www.city.osaka.lg.jp/fukushilpage/O∞0007767.html 
第4回大阪市地域福祉計画推進委員会， 2006年3月，厳本謀

長・乾繁夫委員

http://www.cit，惨3予九ωosaka乱叫.lg.jp/fukushilpage/O∞0007934.html
大阪市社会福祉協議会 1992年「自主的社会福祉協議会の

発足Jr大阪市社会福祉協議会40年史j
(ウェプサイトへの最終アクセスは2013年12月30日)

注

1 )ネットワーク委員

ネットワーク委員の活動は、ニーズの発見・実態把握、

継続的な安否確認、日常生活援助、ネットワーク推進

員との連絡調整である。ネットワーク委員は地域の各

種団体の役員が兼任している場合が多い。メンパーは、

地域社協や女性会などで活動している地域の人である。

2)地域活動協議会
校区等地域を単位として、地域住民の組織をはじめ、

ボランテイア団体、 NPO、企業など地域のまちづくり

に関する様々な市民活動団体が幅広く参画し、民主的

で開かれた組織運営と会計の透明性を確保しながら、

防犯・防災、子ども・青少年、福祉、健康、環境、文化・

スポーツなど様々な分野において、地域課題に対応す

るとともに地域のまちづくりを推進することを目的と

して形成された連合組織(大阪市・ 2012)。


